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イスラエルとイランの停戦はリスクを下げる好材料

イスラエルの攻撃に加え、アメリカもイランの核施設を攻撃し、イラ
ンによる米軍基地への報復があったものの、その後イスラエルとイラ
ンの段階的な停戦合意とのニュースが流れ、急展開が続いています。
今後停戦が実現すれば、最大の経済的リスクとしてのイランのホル
ムズ海峡封鎖の可能性が低下します。海峡封鎖はイランとして最も強
い報復手段のひとつですが、サウジアラビアやアラブ首長国連邦
（UAE）などアラブ諸国を敵に回すことになるし、イラン自身から中国
などへの輸送を難しくし、一方で産油国である米国を窮地に追い込
むわけでもないので、結局イランとして冷静に判断し停戦を選んだ可
能性があります。さらに、今後も核開発問題で穏健な議論が進む期待
もできます。
報道を受けてWTI価格は７０ドル台から６０ドル台に低下しており、
資本市場は落ち着いた動きです。
今後のメイン・シナリオは、米国経済はこれまで通り景気減速と共に
インフレが弱まり、米連邦準備理事会（FRB）は年末までに２回の利下
げを行うというものです。石油価格が地政学リスクにさらされて上昇
し短期的なインフレを心配し金利が高止まりするリスクは低下しまし
た。
日本については、高校学費無償化など政策の影響で短期的なインフ
レ抑制要因が増え、一方で人手不足で賃金上昇は続き、年末に向け
て消費の拡大を期待しています。旅行や家具に加え住宅購入も拡大
すれば、銀行や不動産業への期待も高まるでしょう。
石油供給不足のリスクシナリオの可能性が大幅に低下したところで、
これまでのシナリオに変化はありません。
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